様式第１号　別紙３（海外進出計画策定事業）

事業計画書（海外進出計画策定事業）
１．海外進出計画
	海外
進出
形態
	出資比率
	　　　　　　　％

	
	合弁の
相手方
	


	海外進出
スケジュール(仮)
	　　　　　年
	　　　　　年
	　　　　　年

	
	上期
	下期
	上期
	下期
	上期
	[bookmark: _GoBack]下期

	
	記入例）
	現地調査･計画策定
	工場設立
	人材・インフラ整備
	操業スタート
	

	
	


	
	
	
	
	



２．本事業の内容・スケジュール
　　（※調査項目、調査の進め方、調査事業実施スケジュール等を具体的に記載すること。）
	　実施事業名
	

	　実施時期
	実　　　　施　　　　内　　　　容

	
	




３．投資計画
	投資計画
	投資内容
	設備投資額

	海外
	使途
	設備投資
	

	百万円

	
	
	人件費
	

	百万円

	
	
	その他
	

	百万円

	
	
	合計
	
	百万円

	資金調達方法
	☐①自己資金のみ　　　　　　　　    
☐②金融機関からの借入れのみ
☐③自己資金と金融機関からの借入れ　
☐④その他
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）





４．売上利益計画
	売上利益等計画
	現状
	3～5年後の姿
	算出の根拠

	海外
	売上高
	百万円
	百万円
	

	
	目標営業利益
	百万円
	百万円
	

	
	従業員数
(うち日本人数)
	　　　　人(　　　人)
	　　　　人(　　　人)
	

	国内
	売上高
	百万円
	百万円
	

	
	目標営業利益
	百万円
	百万円
	

	
	従業員数
(うち日本人数)
	　　　　人(　　　人)
	　　　　人(　　　人)
	

	全社
	売上高
	百万円
	百万円
	

	
	目標営業利益
	百万円
	百万円
	

	
	従業員数
(うち日本人数)
	　　　　人(　　　人）
	　　　　人(　　　人)
	

	国内自社への波及効果
	







[bookmark: OLE_LINK1]５．経費計画
（単位：円）
	経費区分
	助成事業に要する経費
	積算根拠

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	Ａ
	


	



	


助成金申請額 ＝　円　≦（　Ａ　×　1/2　）　※ただし、別表２に定める額を上限とする。
（注意事項）
１．様式第１号別紙１の海外展開構想にもとづき、１から４までの各項目について記載すること。
２．経費区分については、謝金、旅費、印刷製本費等、別表２に定める経費をそれぞれ記載すること。
３．消費税及び地方消費税相当額は対象外経費とする。 
４．経費の内容は「積算根拠」の欄に詳細に記載すること。
５．経費の内容がわかる参考資料（パンフレット・写真等）があれば添付すること。
